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Ë 関係機関等の連携
配偶者からの暴力は複雑な問題であり、一つの機関だけで対応することは困難である。
幅広い分野にわたる関係機関等が、認識の共有や情報の交換から、具体的な事案に即した
協議に至るまで、様々な形でどのように効果的に連携していくかという観点から、基本計
画を検討することが必要である。

Ì 安全の確保への配慮
配偶者からの暴力は、被害者の生命身体の安全に直結する問題であり、被害者が加害者
の元から避難した後も、加害者からの追及への対応が大きな問題となる場合が少なくない。
このため、情報管理の徹底等、被害者及びその親族、支援者等の関係者（以下「被害者及
びその関係者」という。）の安全の確保を常に考慮することが必要である。

Í 地域の状況の考慮
都市部と農山漁村の間の相違を始め、人口構造や産業構造、更には社会資源の状況等地
域の特性は様々であり、配偶者からの暴力の問題について現在直面している課題も異なる
ことから、それぞれの都道府県又は市町村の状況を踏まえた計画とすることが必要である。
都道府県及び市町村の役割分担についても、基本方針を基に、地域の実情に合った適切
な役割分担となるよう、都道府県及び市町村は、基本計画の策定又は見直しに際し、それ
ぞれの役割や相互協力の在り方についてあらかじめ協議することが必要である。また、策
定後も、互いに情報を交換し認識を共有するため、定期的な意見交換の場を持つことが望
ましい。

ウ 都道府県基本計画における留意事項
Ê 被害者の支援における中核としての役割
都道府県の支援センターは、被害者に対し、各種の援助を行う上で中心的な役割を果た
すものであり、特に、婦人相談所は、心理判定員や婦人相談員、心理療法担当職員等が配
置されている被害者の支援の中核であって、専門的な援助を必要とする事案や、処遇の難
しい事案への対応に当たることが必要である。また、専門的知識及び技術等を必要とする
事案について市町村等から助言等を求められた場合は、適切に対応することが必要である。

Ë 一時保護等の適切な実施
婦人相談所は、一時保護の実施という他の支援センターにはない機能を有しているほか、
婦人保護施設への入所決定も婦人相談所において行われる。これらは、被害者に対する支
援の中で極めて重要な役割であり、適切に実施することが必要である。

Ì 市町村への支援
広域的な観点から、市町村基本計画の策定を始め、市町村の実施する施策が円滑に進む
よう、市町村に対する助言や情報提供、市町村間における調整の支援等を行うことが望ま
しい。また、婦人相談所を始めとする都道府県の支援センター等において、市町村職員に
対し実務面の研修を行うことや、市町村職員の研修に講師を派遣すること等も考えられる。
特に、福祉事務所を設置していない町村に対しては、きめ細かな助言等十分な支援を行
うことが望ましい。

Í 広域的な施策の実施
広域的な対応を行うことで、効率的な推進が可能な施策については、都道府県が中心と
なって行うことが望ましい。具体的には、職務関係者の研修や、被害者のための通訳の確
保、医療関係者向けマニュアルの作成、夜間・休日における相談や、居住地での相談を避
けたいという被害者や男性からの相談への対応等が考えられる。

エ 市町村基本計画における留意事項
Ê 身近な行政主体としての施策の推進
市町村基本計画においても、地域の実情に合わせ、啓発等による配偶者からの暴力の防
止から被害者の支援まで、幅広い施策がその内容となり得るが、被害者に最も身近な行政
主体として求められる基本的な役割については、どの市町村においても、特に積極的な取
組を行うことが望ましい。

具体的には、市町村の基本的な役割として、相談窓口を設け、被害者に対し、その支援
に関する基本的な情報を提供すること、一時的な避難場所を確保する等により、緊急時に
おける安全の確保を行うこと、及び一時保護等の後、被害者が地域で生活していく際に、
関係機関等との連絡調整を行い、自立に向けた継続的な支援を行うことが考えられる。

Ë 既存の福祉施策等の十分な活用
地域における被害者の自立支援に際しては、保育所や母子生活支援施設への入所、生活
保護の実施、母子寡婦福祉施策の活用等、福祉や雇用等の各種の施策を十分に活用する必
要がある。このため、被害者の自立支援という観点から利用できる既存の施策にどのよう
なものがあるか、また、それらを被害者の状況に応じて活用するためにどのような方策が
考えられるかについて、幅広い検討を行うことが望ましい。

Ì 市町村基本計画と配偶者暴力相談支援センターとの関係
支援センターそのものの速やかな設置が困難な場合であっても、市町村基本計画の策定
を先行して行い、Êの身近な行政主体として求められる基本的な役割を中心に、市町村基
本計画に基づく施策の推進を図ることが望ましい。
また、その市町村基本計画の内容に応じて、法第３条第３項各号に掲げられた支援セン
ターの業務に相当する機能を果たす部局や機関を決め、施策の実施に取り組むことが望ま
しい。

Í 地域の状況に応じた市町村基本計画の策定
人口規模が大きく、被害者からの相談件数等が多い場合等、市町村の状況に応じて、市
町村の基本的な役割のみならず、基本方針の中で主に都道府県が行うことが望ましいとさ
れている施策の中からも、積極的に市町村基本計画に盛り込み、実施することが望ましい。
なお、市町村基本計画は、他の法律に基づき市町村が策定する計画等であって、市町村
基本計画と盛り込む内容が重複するものと一体のものとして策定することも考えられる。
また、他の法律に基づく既存の計画等であって内容が重複するものの見直しを行い、市町
村基本計画とすることも考えられる。
ただし、このような場合でも、基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案した内
容とすることが必要である。

第２ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の内容に関する事項
１ 配偶者暴力相談支援センター
支援センターは、被害者の支援を行う上で中心的な役割を果たす施設であり、法第３条第１項
において、都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他の適切な施設において、当該
各施設が支援センターとしての機能を果たすようにするものとすることとされている。
また、同条第２項においては、市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各
施設が支援センターとしての機能を果たすよう努めることとされている。
都道府県及び市町村の支援センターにおいては、相互の役割分担について、必要に応じ、連絡
調整を行うことが望ましい。
また、支援センターにおいては、加害者が訪問すること等も想定し、安全確保のための対策を
講ずることが必要である。
\ 都道府県の配偶者暴力相談支援センター
都道府県において、支援センターとしての機能を果たしている婦人相談所は、一時保護を行
うという他の支援センターにはない機能を有している。また、都道府県の支援センターは、法
施行時より被害者の支援を行ってきた経験を生かし、都道府県における対策の中核として、処
遇の難しい事案への対応や専門的・広域的な対応が求められる業務にも注力することが望まし
い。
同一都道府県内の複数の施設において、支援センターの機能を果たすこととした場合、相互
に有機的に連携し、その機能を発揮する観点から、都道府県は、これらの施設の連携の中心と
なる施設（都道府県が設置する施設に限る。以下「中心施設」という。）を１か所指定すること
が必要である。中心施設は、市町村の支援センターとの連携にも特に配慮することが必要であ
る。

˜
�


		2013-12-25T14:51:48+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




